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01 03 01 03 大事業 中事業

21 06

1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度

288

144

0

0

-432 

0

千円

（予　算） （決　算）

委託料 7,200 委託料 5213 千円

支出事業内容 支出事業内容

主　な 主　な

0

最終予算額 7,200 千円 予算執行率 72.4% トータルコスト(A+B) 6,612 5,224 5,297

人件費計(千円)(B) 88 84 84 86

5,986 5,986 73

0

岡山県地域生活支援事業費補助金 延べ業務事務時間 25 25 25 25 25 0
財源名称

地域生活支援事業費等国庫補助金 従事正職員人数 1 1 1 1 1

5,900 合計(A) 6,524 5,140 5,213 5,900

86

2,767 2,511 3,998 3,998 -256 

合計 7,287 7,200 7,200 5,900 5,900 73

一般財源 4,505 4,608 4,176 3,998 3,998 一般財源 3,875

その他特財

0

その他特財 0

町　債 町　債

634 県支出金 883

1,268 1,268 219

県支出金 927 864 1,008 634 634 110791 901 634

予算
（千円）

前年比
決算

（千円）
前年比

実 績 実 績 見込 見込

国庫支出金 1,855 1,728 2,016 1,268 1,268 国庫支出金 1,766

実績 見込 見込 実 績 実 績 実績

1,582 1,801

予算科目
会計 款 項 目 予算上の事業名 事業番号

一般会計 民生費 社会福祉費 障害者福祉費 日中一時支援事業費 01335

13 13 17 17

13 13 16

３．事務事業の予算・コスト概要

100.0% 120.0% 73.3% 73.3%

ウ → ウ 登録事業者数

イ 委託料の支払 → イ 実利用人数 人

100.0% 100.0% 123.1% 94.1%

件

13

35 35 45 45 45

35 42 33

100.0% 120.0% 73.3% 73.3%

件

35 35 45 45 45

35 42 33

③主な活動内容 ⑥活動指標

ア 相談、申請受付、受給者証の交付 → ア
相談、申請受付、受給者証の交付件
数

121.7% 91.1% 81.3% 81.3%

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

1,460 1,093 975ウ → ウ 利用延べ回数 回

イ
家族の就労と一時的な休息を
とってもらう → イ 一時的な休息が取れた家族数

100.0% 120.0% 73.3% 73.3%

人

35 35 45 45 45

35 42 33

45 45

35 42 33

100.0% 120.0% 73.3% 73.3%

ア
障害者等に積極的に社会参加
してもらう → ア 社会参加できた障害者数 人

35 35 45

②意図（対象をどのような状態にしたいのか） ⑤成果指標（意図の達成度）

ウ → ウ

イ → イ

２．事務事業の対象・意図・活動・成果指標

①対象（誰、何を対象にしているのか）　　 ④対象指標

ア
障害者(児)で一時的な預かりを
必要とするもの → ア 一時的な預かりを必要とする障害者(児) 人

35 35 45 35 35

35 42 33

単年度繰返し
障害者等の家族の就労及び障害者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を図ることを
目的に、障害者支援施設、障害福祉サービス事業所等において障害者等の日中における活動
の場を提供し、見守りや社会に適応するための訓練等の支援を行なう。
対象者の申請に基づき、心身状況等の調査を行ったうえで支給の可否を決定し、受給者証を発
行する。同時に事業所との契約を確認し、必要に応じて委託契約を行なう。町は事業の実施に要
した費用から利用者負担額を控除した額を事業所に支払う。

平成18年の障害者自立支援法施行に伴うもの
で、同法第77条に市町村事業として位置づけら
れている。

単年度のみ

１．事務事業の概要

①事業期間 ②今年度の事業内容（具体的な内容、事務概要等を簡潔に記載する） ③開始したきっかけ（いつ頃、どんな経緯で）

杉山　有輝

施策名 障害者(児）福祉の推進 根拠法令等 障害者総合支援法
01335

政策名 こころあたたかい福祉の里づくり 係名 福祉係 担当者・シート作成者

事業番号 事務事業名 日中一時支援事業費 所管課名 保健福祉課 年度課長名 安道　智秋

令和 3 年度　事後評価・決算 簡易 令和4年11月 作成


